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（開示事項の経過）資金貸付の返済方法変更に関するお知らせ 

 

当社は、2022年11月22日に開示いたしました「（開示事項の経過）新たな事業の開始に関する

お知らせ」のとおり、株式会社メタエネルギーが運営する太陽光発電事業へ参入するため、事業

資金の貸付をしておりました。また、当該貸付資金は、2023年３月31日に開示いたしました

「（開示事項の経過）資金貸付の返済期日延長に関するお知らせ」及び2023年９月29日に開示い

たしました「（開示事項の経過）資金貸付の返済期日再延長に関するお知らせ」のとおり、弁済

期日を延長しておりました。 

この度、当該貸付資金において返済方法を変更することを本日開催の取締役会において決議し

ましたのでお知らせいたします。 

 

１．貸付資金に関して 

当社は、2022年11月22日に開示いたしました「（開示事項の経過）新たな事業の開始に関する

お知らせ」のとおり、新たな収益基盤を確立するために、株式会社メタエネルギーが運営する太

陽光発電事業へ参入するため、事業資金の貸付をしております。 

当社の再生可能エネルギー事業を拡大するために、株式会社メタエネルギーが有するノウハウ

の新たな提供や物件の紹介・取得、商材の確保など、長期的な当社事業への協力等も検討してい

るため、当該貸付資金を今後も株式会社メタエネルギーが物件の取得や商材の確保などに充てる

事業資金とすべく、2023年３月31日に開示いたしました「（開示事項の経過）資金貸付の返済期

日延長に関するお知らせ」及び2023年９月29日に開示いたしました「（開示事項の経過）資金貸

付の返済期日再延長に関するお知らせ」のとおり、弁済期日の延長しておりました。 

当該貸付資金の返済は、担保設定している茨城県日立市の太陽光発電設備を売却することが前

提となっていたところ、その相手先の選定に時間を要しており、明確な売却目途が立たないこと

から、当該太陽光発電設備における売電収入を返済の原資とする前提で、返済期間を2023年12月

末から2031年12月末へ変更することといたしました。 

2023年12月25日現在において、当該太陽光発電設備では年間売電収入がおよそ28百万円の実績

があることから、貸付金の残高及び未収利息を算出し、2024年１月１日より返済期間を８年間と



設定しております。また、金利に関しては早期返済も想定し年11%から変更せず、当該太陽光設

備及び土地を引き続き担保として設定しております。 

当該貸付資金は、2022年11月22日に開示いたしました「（開示事項の経過）新たな事業の開始

に関するお知らせ」に記載のある貸付金額305,000,000円から132,000,000円は既に返済されてい

ることから、2023年12月25日現在の貸付金額の残高は173,000,000円となります。 

 

２．資金貸付の内容 

（１）貸付先 株式会社メタエネルギー 

（２）所在地 
東京都千代田区神田神保町１丁目 14番３号 

ＭＴ－Ｏ神保町 11階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 溝田 孝之 

（４）事業の内容 
再生可能エネルギーに関するコンサルティング事業 

太陽光発電所の企画、運営、維持に関わる事業 

（５）資本金 ９百万円 

（６）設立年月日 2017年 11月９日 

（７）純資産 15百万円（2022年 10月 31日現在）  

（８）総資産 27百万円（2022年 10月 31日現在） 

（９）大株主及び持ち株比率 非開示 

（10）当会社との関係 

資本関係 当該事項はありません。 

人的関係 当該事項はありません。 

取引関係 
2022 年 10 月にコンサルティング契約を締

結しております。 

関連当事者への

該当状況 
当該事項はありません。 

（11）貸付金額 173,000,000円（2023年 12月 25日現在） 

（12）貸付実行日 2022年 11月 21日 

（13）弁済期日 2031年 12月 31日（2024年１月１日より８年間） 

（14）金利 年 11％ 

（15）担保状況 

太陽光発電設備及び土地 

茨城県日立市 

パネル総容量 1520.6kw 

※大株主及び持ち株比率に関しましては、先方から情報を入手できなかったため記載しておりま

せん。 

 

３．今後の見通し 

本件が当社の業績に与える影響は軽微と考えておりますが、今後の業績に与える影響につい

て開示すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

以 上 


